
「産業活力」分野における県・市の取組方向について 

 

 

 

重点政策分野 取り組むべき内容 取組に係る役割分担等の現状・今後の方向性 

企業投資を促す

環境整備 

立 地 環 境 の 向 上 

・補助制度や優遇税制、金融支援、規制緩和など立地インセンティブの充実 

・進出企業の受け皿となる産業用地の開発 

・物流効率化に向けた陸海空のインフラ整備の推進 

 

国内外からの企業

誘致 

・優れた立地環境をＰＲする企業向けセミナーの開催や、ジェトロやＩ－ＢＡＣ、

ＧＮＩ協議会との連携による外資系企業の誘致活動の推進 

・愛知・名古屋に進出を検討する企業への情報提供や相談窓口の開設 など 

 

研究開発機能の

さらなる強化 

研究開発機能のさ

らなる強化 

・モノづくり産業の技術開発を支援する研究開発拠点の活用促進 

・研究成果の製品化に向けた産学行政の共同研究の推進 

・企業等が行う研究開発・実証実験に対する補助 など 

 

次世代産業等の 

育成・振興 

自 動 車 産 業 の 

高度化 

・自動車産業の技術革新を促す研究開発施設用地の整備 

・水素ステーション・充電インフラの整備促進 

・ＥＶ、ＰＨＶに対する自動車税の免除 など 

 

航空宇宙産業の振

興 

・国際戦略総合特区「アジア No.1 航空宇宙産業クラスター形成特区」の推進 

・名古屋空港隣接地における民間航空機の生産・整備拠点の形成促進 

・ＪＡＸＡと連携した次世代航空機に係る先進技術の研究開発支援 など 

 

健康長寿、環境・新

エネルギー産業の

育成 

・企業と大学、医療・介護施設などとの連携（産学・医工連携）による新たな事

業・取組の創出 

・新エネルギー実証研究エリアにおける研究・技術開発の促進 など 

 

都市型産業（ＩＴ・

デザインなど）の振

興 

・インキュベート施設の運営 

・地元の若手クリエイターの商品販売の支援、デジタルコンテンツ分野等でのコ

ンテストやイベントの開催・支援 など 

 

アジアパワーの

取り込み 

海外展開の支援 

・海外進出企業に対する国内外での支援体制の構築 

・アジアとのパートナーシップ関係の構築 

・海外展開を検討する企業を支援するワンストップサービスの提供 など 

 

海外市場の開拓 
・本県に集積する産業をテーマとした国際見本市の開催やアジア市場開拓に向け

た支援 など 

 

資 料 ２

世界の企業を惹きつける魅力的なビジネス環境が整備され、次世代分野をはじめ新たな産業が次々と生み出される｢世界と闘える元気な地域｣を実現していく。 

目指すべき姿 

県市の取組の方向性 

事務局（愛知県）作成 

・県は、全県を対象に立地環境の向上（産業空洞化対策減税基金等）、

研究開発機能の強化（知の拠点あいち、公設試験研究機関等）、次世

代産業の振興（次世代自動車、航空宇宙等）、企業の海外展開支援（海

外産業情報センター等）など、幅広く産業振興策を展開している。

・名古屋市は、県と連携した企業立地補助やオフィス立地支援など市

独自の立地支援策を有しているほか、なごやサイエンスパークの整

備、ベンチャー支援など、高次都市機能を有する市の特性を生かし

た産業振興を進めている。 

・県・市等が連携した取組としては、 

・愛知・名古屋産業立地推進プランの策定 

・首都圏での産業立地展示会、名古屋での再投資促進セミナーの開催

・Ｉ－ＢＡＣ、ＧＮＩ協議会による外資系企業誘致活動 

・アジア No.1 航空宇宙産業クラスター形成特区の推進 

・メッセナゴヤなど民間と連携した国際見本市の開催 

などがある。 

現状 

○県のモノづくり機能の強化、名古屋市の大都市機能の集積拡大とい

った方向性を共有しつつ、 

  ・県のモノづくり産業の集積促進、市の都市型産業の誘導といっ

た地域特性に応じた企業立地における役割分担 

  ・企業誘致の対外的なアピールにおける県・市の連携 

  ・県・市の持つ研究開発機能と大学、産業界との効果的な連携 

  ・次世代産業の育成に向けた県・市のさらなる共同・連携 

などを進めていく必要がある。 

○海外展開支援、海外市場の開拓などについては、相互連携により、

相乗効果を発揮させていくことが必要。 

今後の方向性 


